
小売物価統計調査　家賃調査にご回答ください。


マンション・アパートの管理会社等の皆様へ



· 総務省統計局では、民営借家の家賃等を調査するため、都道府県を通じて民営借家を対象に「小売物価統計調査　家賃調査」を実施しています。
· 小売物価統計調査は、国民の消費生活上重要な商品の小売価格、サービスの料金及び家賃を全国的規模で毎月調査することにより、月々の価格の変化を明らかにし、消費者物価指数(ＣＰＩ)やその他物価に関する基礎資料を得ることを目的として、昭和25年６月から実施されている基幹統計調査です。
· 家賃調査は、調査の対象となった地域の民営借家について、住宅に関する事項を調査しています。全国167市町村において、約7,000事業所（民営借家を賃貸又は管理する不動管理会社等）を対象に実施します。


· 統計調査員が、調査地域に所在する全ての住宅について、住宅の所有関係を確認します。
このうち、民営借家については、月額家賃、延べ面積などの住宅に関する事項を、民営借家を賃貸又は管理する不動産管理会社等の皆様に質問することにより調査します。
（統計調査員は、都道府県知事が発行した「調査員証」を携帯しています。）
· 選定された民営借家の情報は定期的に、統計調査員がお尋ねすることとなります。

· 統計法第13条の規定により、報告義務がございます。調査の趣旨をおくみとりの上、月額家賃等についてご回答くださいますようお願いいたします。
問：具体的に何を回答
すればいいの？
答：調査対象に選定された民営借家の月額家賃や延べ面積などについて、ご回答をお願いします。
問：どんな調査なの？
答：統計法に基づく「基幹統計調査」として実施して
いる、重要な統計調査です。
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· 個人情報の保護に関する法律第23条第１項では、個人情報取扱事業者は、「あらかじめ本人の同意を得ないで個人データを第三者に提供してはならない。」とされています。しかし、「法令に基づく場合」は例外となっています。不動産管理会社等の皆様にご回答をお願いするのは、統計法に基づくものであり、個人情報の保護に関する法律第23条第１項第１号による「法令に基づく場合」に該当します。
· 調査関係者が調査で知り得た内容は統計法により厳重に保護されます。したがって、内容を他に漏らされたりすることは絶対にありません（注）ので、ご安心ください。
(注)調査関係者が、職務上知り得た内容を他に漏らしたり、盗用したときは、統計法の罰則規定に基づき、懲役又は罰金が課せられます。
問：居住者情報を提供しても問題はないの？
答：調査しているものは住宅に関する事項のため、居住者情報ではありません。
また、統計調査への回答は、法令に基づく
正当なものですので、問題はありません。













· 統計法（抄）（平成十九年法律第五十三号）
（報告義務）
第十三条　行政機関の長は、第九条第一項の承認に基づいて基幹統計調査を行う場合には、基幹統計の作成のために必要な事項について、個人又は法人その他の団体に対し報告を求めることができる。
２　前項の規定により報告を求められた個人又は法人その他の団体は、これを拒み、又は虚偽の報告をしてはならない。

（守秘義務）
第四十一条　次の各号に掲げる者は、当該各号に定める業務に関して知り得た個人又は法人その他の団体の秘密を漏らしてはならない。
一　第三十九条第一項第一号に定める情報の取扱いに従事する行政機関の職員又は職員であった者　当該情報を取り扱う業務
（二～四　略）
五　地方公共団体が第十六条の規定により基幹統計調査に関する事務の一部を行うこととされた場合において、基幹統計調査に係る調査票情報、事業所母集団データベースに記録されている情報及び第二十九条第一項の規定により他の行政機関から提供を受けた行政記録情報の取扱いに従事する当該地方公共団体の職員又は職員であった者　当該情報を取り扱う業務
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